栃木市業務委託契約書

１　業務委託名　　栃木市立藤岡中学校スクールバス運行業務委託

２　委託箇所　　栃木市立藤岡中学校学区内

３　委託期間　　契約締結日の翌日から令和１４年３月３１日まで
　　　　　　　　　準備期間：契約締結日の翌日から令和９年３月３１日まで
　　　　　　　　　履行期間：令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで

４　契約金額　　金 　　　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
　　　　令和９年度　　金　　　　　　　　　　円
　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
　　　　令和１０年度　金　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
　　　　令和１１年度　金　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
　　　　令和１２年度　金　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
令和１３年度　金　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引に係る消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　円
５　契約保証金　免除

６　仕様　　　　別紙仕様書のとおり

上記の業務委託について栃木市（以下「発注者」という。）と　　　　　　　　　　　（以下「受注者」という。）は、各々の対等な立場における合意に基づいて、次の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
　この契約の締結の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。
令和　　年　　月　　日

発　注　者　住所　栃木市万町９番２５号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　栃木市
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　市長　琴寄　昌男　　　印

受　注　者　住所　

氏名　                        　印
（総則）
第１条　発注者は、業務を受注者に委託し、受注者は、これを受託するものとする。
（委託業務の処理方法）
第２条　受注者は、この契約書に定めるもののほか、別添「栃木市立藤岡中学校スクールバス運行業務委託 仕様書」（以下「仕様書」という。）及び発注者が必要に応じて指示する事項を遵守の上、委託業務を処理するものとする。
[bookmark: _GoBack]２　自然災害その他やむを得ない事由で発注者若しくは受注者が運行通知又は運行時刻の変更を求めようとするときは、速やかに相手方に通報し、発注者、受注者協議の上変更することができる。
（業務遂行上の責任者）
第３条　受注者は、委託業務に関して、発注者と連絡調整を行う業務遂行上の責任者を定
め、発注者に書面で通知するものとする。
（指示及び監督）
第４条　受注者は、委託業務の履行に当たり、発注者と協議の上、業務を遂行するものと
する。
（業務処理状況の報告）
第５条　受注者は、毎月の運行業務が完了したときは、当該月の運行業務に関するスクールバス運行業務委託実施報告書を作成し、翌月の１０日までに発注者に提出するものとする。
（委託料の請求及び支払）
第６条　発注者は、委託料を月割により支払うものとする。
２　発注者は、受注者が提出する適法な支払請求書を受理した日から３０日以内に委託料を受注者に支払うものとする。
（債務不履行の場合の損害金）
第７条　受注者がこの契約に定める義務を履行しないため、発注者に損害が生じたときは、発注者は、受注者に対し、その損害に相当する金額を損害賠償として請求することができる。ただし、その債務の不履行が受注者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。
（一般的損害）
第８条　委託業務の実施中に生じた損害は、受注者の負担とする。ただし、その損害が発注者の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。
（遵守事項）
第９条　受注者は、委託業務に当たっては道路運送法その他関係法令及び本契約書の趣旨を遵守し、発注者又は発注者の指定する職員の指示に従い、誠実に本契約に定める事項を履行するものとする。
２　受注者は、運行に際し、事故が発生したときは、その状況を速やかに発注者に報告しなければならない。
３　受注者は、事故その他の理由により運行を中断したときは、速やかに運行継承の手続きを講ずるものとする。
（安全運行）
第１０条　受注者は、委託業務の遂行に当たっては関係法令を遵守するとともに、安全運行及び車内の安全管理に万全を期すものとする。
２　受注者は生徒の降車時にバス車内への置き去りが発生するのを防ぐため、乗務員の目視による車内の確認を徹底すること。また、運行の用に供する車両には、仕様書に基づいた安全装置を適切に装備し、生徒の降車時には、目視による降車確認の補助として当該安全装置を必ず活用することとする。また、受注者は、受注者の従事者においても当該事項を遵守させる義務を負う。
（秘密の保持）
第１１条　発注者及び受注者は、委託業務の遂行上知り得た相手方固有の業務上又は技術上の秘密情報を第三者に漏洩してはならない。この契約が完了し、又は解除された後においても同様とする。
２　受注者は、発注者が所有するデータ等を発注者の許可なく複写し、又は複製してはならない。
３　受注者は、発注者が所有するデータ等をこの契約の履行目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。
（個人情報の保護）
第１２条　受注者は、この契約に業務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければならない。
（業務の調査等）
第１３条　受注者は、受注者の乗務員について、委託業務に就業するまでに発注者が必要とする資料等を提出しなければならない。
２　発注者は、必要があると認めたときは、受注者に対して委託業務の実施状況につき、調査を行い、又は報告を求めることができる。
３　発注者は、前項の調査又は報告により必要と認めたときは、委託事務の処理に関して受注者に必要な指示を与えることができる。
（再委託の禁止）
第１４条　受注者は、委託業務の全部若しくは一部を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ書面により発注者の承認を受けたときは、この限りではない。
（損害賠償等）
第１５条　受注者は、委託業務の実施に際して受注者の責めに帰すべき事由により発注者に損害を与えたときは、受注者は、その損害を賠償する責めを負うものとする。乗員又は第三者に損害を与えたときも同様とする。
（契約の変更）
第１６条　発注者の都合により必要があるときは、発注者、受注者協議の上本契約を変更できるものとする。
（催告による解除）
第１７条　発注者は、受注者がその債務を履行しない場合において、相当の期間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過したときにおける、債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。
（催告によらない解除）
第１８条　次の各号のいずれかに該当する場合には、発注者は、前条の催告をすることなく、直ちにこの契約を解除することができる。
（１）　債務の全部の履行が不能であるとき。
（２）　受注者がその債務の全部の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。
（３）　債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができないとき。
（４）　特定の日時又は一定の期間内に履行をしなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行をしないでその時期を経過したとき。
（５）　前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込がないことが明かであるとき。
（６）　受注者の委託業務の処理が不適当と発注者が認めたとき。
（７）　受注者がこの契約に違反したとき又は受注者がこの契約に違反するおそれがあると発注者が認めたとき。
２　債務の不履行が発注者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、発注者は、前条及び前項の規定による契約の解除をすることができない。
（談合その他不正行為による解除）
第１９条　発注者はこの契約に関し、受注者が次の各号のいずれかに該当する場合には、催告なしにこの契約を解除することができる。この場合において、受注者は解除により生じた損害の賠償を請求することができない。
（１）　公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号、以下「独占禁止法」という。）第４９条の規定により、排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき（同法第７７条に規定する抗告訴訟が提起されたときを除く。）。
（２）　公正取引委員会が、受注者に違反行為があったとして独占禁止法第６２条第１項の規定により、課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき（同法第７７条に規定する抗告訴訟が提起されたときを除く。）。
（３）　受注者が独占禁止法第７７条の規定による抗告訴訟を提起し、その訴訟について請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。
（４）　受注者(受注者が法人の場合には、その役員又は使用人を含む。）に対する刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第1項若しくは第９５条第1項第1号の規定による刑が確定したとき。
（契約が解除された場合等の違約金）
第２０条　次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委託料の１０分の１に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に支払わなければならない。
（１）　前２条の規定によりこの契約が解除された場合。
（２）　受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注者の債務について履行不能となった場合。
２　次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第２号に該当する場合とみな
す。
（１）　受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年
法律第７５号）の規定により選任された破産財産人
（２）　受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１
４年法律第１５４号）の規定により選任された管財人
（３）　受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任された再生債務者等
３　第1項の場合（第４５条第６号の規定により、この契約が解除された場合を除く。）に
　おいて、第５条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われて
いるときは発注者は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当すること
ができる。
（賠償の予定）
第２１条　受注者がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、発注者がこの契約を解除するか否かを問わず、受注者は発注者の請求に基づき、業務委託料（業務委託料の変更があった場合には、変更後の業務委託料）の１０分の２に相当する額を賠償金として支払わなければならない。契約を履行した後も同様とする。ただし、発注者が特に認めた場合は、この限りではない。
（１）　受注者が独占禁止法第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。
（２）　納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者等という。）に対して行われたときは、受注者等に対する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行われていないときは、各名あて人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。
（３）　納付命令又は排除措置命令により、受注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。
（４）　受注者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。
２　前項の場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散されているときは、発注
者は受注者の代表者であった者又は構成員であった者に賠償金の支払を請求することが
できる。この場合においては、受注者の代表者であった者及び構成員であった者は、共
同連帯して前項の額を発注者に支払わなければならない。
（変更の届出）
第２２条　受注者は、商号又は名称、代表者、住所、印章その他この契約の当事者としての事項について、変更が生じたときは、直ちに書面によって、発注者に届出なければならない。
２　前項の届出を怠ったため、発注者からなされた通知又は送付された書類等が延着し又は到達しなかった場合には、通常到達すべきときにそれらが受注者に到達したものとみなす。
（契約の費用）
第２３条　この契約の締結に要する費用は、受注者の負担とする。
（信義則）
第２４条　発注者及び受注者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。
（裁判管轄）
第２５条　この契約について訴訟等を行う場合は、栃木市を管轄する地方裁判所又は簡易裁判所を合意による専属裁判所とする。
（契約外の事項）
第２６条　この契約書に定めのない事項については、必要に応じて発注者と受注者とが協議して定める。



別記
個人情報取扱特記事項

（基本的事項）
第１　受注者は、個人情報（特定個人情報含む。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、この契約に係る業務の実施に当たっては、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）その他個人情報の保護に関する法令等を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。
（秘密の保持）
第２　受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。
（従事者の監督等）
第３　受注者は、個人情報を取扱う従事者をあらかじめ指定し、当該従事者の役割及び当該従事者が取扱う個人情報の範囲を明確にしておかなければならない。
２　受注者は、この契約による業務を処理するために取扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者に対して、必要かつ適切な監督を行わなければならない。
３　受注者は、この契約による業務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約による業務に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこと。その他個人情報の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。
（収集の制限）
第４　受注者は、この契約による業務を行うために個人情報を収集するときは、当該業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。
（目的外利用及び提供の禁止）
第５　受注者は、発注者の指示がある場合を除き、この契約による業務に関して知り得た個人情報を契約の目的以外の目的のために利用し、又は発注者の承諾なしに第三者に提供してはならない。
（適正管理）
第６　受注者は、この契約による業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及び毀損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。
（作業場所の特定等）
第７　受注者は、この契約による業務を処理するために、発注者から提供を受け、又は受注者自らが収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を取扱うに当たっては、その作業場所及び保管場所をあらかじめ特定し、発注者の承諾なしにこれらの場所以外に持ち出してはならない。
　（複写又は複製の禁止）
第８　受注者は、この契約による業務を処理するために発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を、発注者の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。　　
（資料等の返還）
第９　受注者は、この契約による業務を処理するために、発注者から提供を受けた個人情報が記録された資料等を、この契約完了後直ちに発注者に返還するものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、その指示した方法によるものとする。
（資料等の廃棄等）
第１０　受注者は、この契約による業務を処理するために、受注者自らが収集し、又は作成した個人情報及び個人情報が記録された資料等を、この契約完了後直ちに、当該個人情報の復元又は判読が不可能な方法により、当該情報を消去し、若しくは当該資料等を廃棄し、又は発注者に引き渡すものとする。ただし、発注者が別に指示したときは、その指示した方法によるものとする。
（再委託）
第１１　受注者は、あらかじめ発注者の書面による承諾を得た場合を除き、この契約による個人情報を取扱うについては自らが行い、第三者にその取扱いを委託してはならない。
２　受注者は、発注者の承諾により第三者に個人情報を取扱う事務を再委任する場合には、発注者が受注者に対して求めた個人情報の保護のために必要な措置と同様の措置を当該第三者（以下「再委託先」という。）に求めるものとする。
３　個人情報を取扱う事務を再委託する場合において、受注者は、再委託先にこの契約による一切の義務を遵守させるとともに、発注者に対して、当該個人情報を取扱う事務に関するすべての行為及びその結果に責任を負うものとする。
４　個人情報を取扱う事務を再委託する場合において、受注者は、受注者及び再委託先がこの個人情報取扱特記事項を遵守するために必要な事項並びに発注者が指示する事項について、再委託先と約定しなければならない。
（事故発生時における報告）
第１２　受注者は、この契約による業務に関して、個人情報の漏えい、滅失又は毀損その他の事故が発生し、又は発生するおそれのあることを知ったときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。
（実地調査等）
第１３　受注者は、必要があると認めるときは、受注者がこの契約による業務を処理するために取扱っている個人情報の取扱状況について、随時、実地に調査し、又は受注者に対して報告を求めることができる。
（指示）
第１４　発注者は、受注者がこの契約に賜業務を処理するために取扱っている個人情報についてその取扱いが不適当と認めるときは、受注者に対して必要な指示を行うことができる。



